BIS論壇　No.150　　「メコン・インフラ援助とAIIB」　　中川　十郎

　　日本と東南アジアのメコン地域５か国（タイ、ベトナム、ラオス、カンボデイア、ミャンマー）によるメコン首脳会議が7月4日東京で開催され、「新東京戦略2015」を決定。日本はメコン地域に2016年から2018年の3年間に約7500億円の支援を決めた。これは産業基盤、インフラ整備、人材育成、法の支配の強化、防災、気候変動、水資源管理、クジラなどを含む水産資源保全の取り組みの実施などがその骨子である。

　　タイ、ミャンマーとは東南アジの一大物流拠点のミャンマー南部のダウエイ経済特別区開発への協力。バンコク~チェンマイを結ぶ高速鉄道への日本新幹線の採用。ベトナムとのTPPの二国間協力。あわせ、安全保障法制についてメコン諸国首脳の理解を求めたという。インド洋のミャンマー南部ダウエイ港や工業団地を整備し、タイと道路で結ぶ東南アジアの物流拠点巨大事業に日本の協力が決定した。（朝日新聞　7月5日）

　　ダウエイ開発でインド洋に製品輸出の出口を設け、賃金が安いミャンマーに生産拠点を整備し、競争力を維持する。さらにベトナムのホーチミンとタイのバンコックを結ぶ「南部輸出回廊」をインド洋まで伸ばし、インド、中東、アフリカ、欧州への新物流ルートの創出も行う計画だという。

日本政府はさらにこれと合わせ、企業のアジア進出を後押しするため、国際協力銀行（JBIC）の高リスク投融資の解禁も決定し、アジアの上下水道・発電事業などに積極的に投融資できるようにするという。（日経　7月5日）

　　これらは日米が不参加を決めたが、本年12月に活動を始める中国主導の国際金融機関のアジアインフラ投資銀行（AIIB）への対抗を意識している。さらに日本はアジア向けインフラ投資に2016~20年の5年間で1100億ドル（13兆円）と3割増やす方針を決定。さらに、これまで返済リスクが高いとして投融資を見送ってきた新興国の地方自治体が主体となる上下水道、発電所、鉄道案件にもJBICの投融資を積極的に行い、中國に対抗する戦略だという。

　　かって麻生外務大臣時代には中国、ロシアの主導する中央アジアの上海協力機構（SCO）

　構想に対抗し、日本は「自由の弧」（Arc  of Liberty）戦略で中央アジア封じ込め戦略を提唱した。いままた中国主導のAIIBに対抗し、東アジアやメコン地域、中央アジアで「質の高い」融資を行うとして中国に対抗しようとしている。7月7日にはロシア南部のウファで同時開催されるBRICS,　SCO首脳会議でBRICS開発銀行、BRICS外貨準備銀行、SCO発展銀行、SCO発展基金の創設でも合意し、BRICS、SCO諸国が急速に発展することが見込まれている。日本はアジアの一員であるにも関わらず、米国に追随し、AIIBへの参加も見合わせ、いままたアジアでも中国に対抗し、独自の経済政策を遂行しようとしている。アジアが21世紀に発展することは自明である。アジアで覇道を狙う米国と距離を置き、GDP世界第二位の中国と三位の日本がともに協力し、繁栄するアジアで日中がともに王道を歩む道を選択する時が来ている。安倍政権の時代錯誤の動きは問題だ。
